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＜令和６年度重点取組＞【戦略１—１－１】 市内企業と求職者のマッチング強化

産学振興担当

■APNG CAMP 2025

■市内3大学合同大学祭 “e-ZUKAカレッジフェスタ”

飯塚３大学の学生たちの「大学祭を盛り上げたい」「地域の方々に来て欲しい」
との思いから合同大学祭を企画。9月29日までに10回の会議を開催。スタンプ
ラリーを含むチャレンジングな企画を立ち上げ、大学と市民の交流機会を創出。
学生同士のノウハウ共有や繋がりを通じ、地域との新たな連携を目指した。

日時：令和6年9月29日（日）＠ゆめタウン飯塚
来場者数：1,200名

開催日 ： 2025年3月13日～16日
開催場所 ： 飯塚市 九州工業大学情報工学部

（ワークショップ会場：のがみプレジデントホテル他）
テーマ ： 私たちは何を信頼できるのか？

AI、ブロックチェーン、Web3.0を活用した信頼の醸成
参加者数 : 150名（海外40 国内35 運営スタッフ・高校生他75名）

アジア太平洋地域におけるインターネットの次世代を担う若者たちが国境を

越えて集い 、さまざま な問題について語り合うととも に 、 将来 に向けての協力関

係を 築くことを目的として開催される 国際的な学びの場 。 2002 年にバンコクで

初開催されて以降、これまでアジア太平洋の各地域で 16 回にわたって開催。

Asia Pacific Next Generation Camp

～学びの拠点形成①～

①大学生らが主となり実施するイベント等の情報発信を一元化したWEBサイト
②サークル活動など大学生が活躍する活動内容を掲載する冊子 を作成

情報発信の強化を図ることで、産学官連携の起点となる大学と企業、市民等の
接点の創出を図り、大学の力（大学及び学生の研究・活動）と企業・地域の連携
を促進

さらに

資料4-1
産学振興担当

仮
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＜令和６年度重点取組＞【戦略１—１－１】 市内企業と求職者のマッチング強化

飯塚市内中小企業等
（課題の提示）

九工大生・近大生APU生

（解決策の検討）

成果報告会

実践型ワークショップ×６回

＜R6年度案件＞■産学官交流・共働促進事業

1 目的
飯塚市内企業は全国・福岡県全体と比較すると労働生
産性が低い傾向にあり、人手不足などの課題も浮き彫り
となっている。一方、大学の人材育成の観点でも地域の
発展や課題解決に資する取組みの実行が求められており、
飯塚のポテンシャルである学生と地元中小企業の共働に
より、課題解決と人材育成を同時に達成することを目指
す。

2 対象者
（企業） 市内企業３社＋飯塚市
（学生） 九工大生 ５名

近大生 ７名
APU生 ４名

資料4-1
産学振興担当

●APU・九州工業大学・飯塚市連携協力に関する協定書締結（2024年1月30日）

R6から参画

～学びの拠点形成②～
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＜令和６年度重点取組＞【戦略１—３－１】 キャリア教育・リカレント教育・女性の活躍の促進

■筑豊地区企業とのコラボレーションプロジェクト

目的

市内小中学校の生徒を対象に、市内外の企業での職場体験や企業が抱える課題をテーマとしたワークショップ等を実施。
福岡県中小企業家同友会の協力のもと、企業や社会情勢の深堀り、課題の探求や解決策の提案を一貫して実施し、課題解決力をもった人材の育成を
行う。

実施概要

１ 実施校 飯塚第二中学校（2年生 78名）
２ 参加企業 サンダイナー食品株式会社、株式会社九州標識、庭喜屋有限会社
３ 実施スケジュール 6月 協力企業3社決定（福岡県中小企業家同友会にて選考）

7月 課題発表会
7月～10月 協働探究（学校内でのグループワーク 全6回）
8月 企業訪問
9月 中間発表会
10月 最終発表会

最終発表会の様子

過去の実施状況

令和元年 対象校 ：幸袋中学校
参加企業：一番食品(株)

コースイ(株)
有田電器情報システム(株)

令和２年 対象校 ：幸袋中学校
参加企業：ダイヤマシナリーサービス(株)

新興自動車(株)
(株)リビングデザイン

令和３年 対象校 ：幸袋中学校
参加企業：(株)液化ガス

(株)玉置
(株)なかむら

令和４年 対象校 ：幸袋中学校
参加企業：井上法律事務所

(株)クボイ
タカハ機工(株)

令和５年 対象校 ：飯塚第二中学校
参加企業：(有)包装の江島屋

西田工業（株）
竜王運輸（有）

※令和7年度は、飯塚第二中学校と鎮西中学校の
2校で実施予定

中学生ならではのユニークな感性で作られた

新商品案やPR動画などが披露され、企業か

らは「試作までしてくれて嬉しかった。社会に

出てもこのような行動力が大事」、「既成概

念にとらわれない斬新なアイデアがあった。い

ただいたアイデアを持ち帰って商品化してみた

い」といった声が聞かれました。

資料4-1
産学振興担当
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＜令和６年度重点取組＞【戦略２－１－４】 先端情報技術の推進

■先端情報技術実証実験サポート事業
産学振興担当
資料4-1

産学振興担当

補助事業者名（住所） 事 業 名 事 業 概 要

株式会社Archeda
（東京都千代田区）

衛星データを利用した伐採及び造林に係るモ
ニタリング実証

・衛星データを利用し、伐採届の場所が正しく伐採されているかの確認および伐採後
の造林計画の実施状況の把握を行う。
・衛星データを活用した森林の解析データの提供により、危険の伴う現地調査や高い
コストをかけた測量の必要を失くすことを目指す。

令和6年度 採択事業者

1 目的
ブロックチェーン技術をはじめとしたAIやIoT、ビッグデータなどの先端情
報技術を活用し、社会課題、地域課題解決や豊かで便利な市民生
活に繋がる施策の具現化を図るとともに、当該実証実験の先端的技
術の実用化を推進することにより、地域における新産業の創出や企業
の集積、ブランド力の向上を図る。

2 対象者
地域内外の法人格を有する企業

3 事業内容
飯塚市をフィールドとして先端情報技術を活用した実証実験プロジェク
トを全国から公募。本事業に採択されたプロジェクトに対し、実証フィー
ルドの提供、実験に係る費用補助等のサポートを実施する。

4 支援内容
①支援対象事業の実施に必要な市が保有する施設、設備等の提供に

係る斡旋
②支援対象事業に係る実証実験への参加者の募集に関する支援
③支援対象事業の実施に係る地域住民等との調整に関する支援
④支援対象事業の実施に係る地元大学との技術的支援、その他協力に

関する調整
⑤広報紙、飯塚市ホームページ等を活用して行う支援対象事業に係る

情報発信
⑥経費の支援（謝金、旅費、消耗品、備品購入費、通信運搬費、
賃借料、広報費、外注費、カスタマイズ費）

5 経費支援の補助率
補助経費の2分の1以内（補助限度額：1件 100万円以内）

～先端情報技術産業の振興～
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雇用促進事業と連動した「学びの拠点」推進

＜事業イメージ＞

＜令和７年度取組＞【戦略１－１－１、１－２－１】
資料4-1

産学振興担当

課題解決したい企業群

九工大生 近大生 近短生 APU生

①大学生人財バンク構築
既存の雇用創造協議会

ネットワーク

地域企業ベンチャー（仮） 求職者

講習受けた人

・地域活動に興味がある
・企業活動に興味がある
・特技を生かしたい
・ガクチカを探している
・面白いバイトをしてみたい
・スキマ時間で稼ぎたい など

・SNS立ち上げて欲しい
・業務効率アプリを作って欲しい
・HPを作って欲しい
・英語のメニュー表を作って欲しい
・イベントの企画・運営をしてほしい
・商品開発のテストをしたい など

求人中

③リアル：定期的に交流会を実施

②バーチャル：Web上でつなげる
（オンラインPFの整備）

•Step1：希望企業に対し課題深掘りセミナーワークショップ（ブラッシュアップ）

•Step2：希望企業の中から長期的に取り組める課題を3件選定→学生募集・選定

•Step3：3か月間に渡り課題解決活動を実施

•Step4：報告会実施

伴走型課題解決

（産学官交流・共働促進事業）

•オンライン上（（１）②）で登録された大学生人財と企業課題を随時マッチング（学生・企業双方のダイレクトオファーも可）

マッチング型課題解決

（１）学生×企業 共働プラットフォーム構築

（２）学生×企業 共働実行 プログラム

プラットフォーム

枠組みを拡大

（１）学生と企業をつなぐプラットフォームを構築
（２）学生による企業の課題解決を伴走型・マッチング型で支援
大学生が特技などを活かして地域企業と関わる、地域企業への関心を高める、飯塚でビジネスをしてもらう 大学生が活
躍するまち、企業が元気なまちを実現する。
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事業所の魅力向上
事業拡大の取組

【事業所向けセミナー】

A

人材育成の取組
【求職者向けセミナー】

就職促進の取組
【AとBの参加者のマッチング】

B

C

デジタル化による
事業拡大講習会

（小売業/製造業）

デジタル活用による
健康経営講習会

採用力
強化講習会

デジタル人材育成講習会 学び増し人材育成講習会 DXリーダー育成講習会

デジタル化における
伴走型支援

事業所対象セミナー 事業所対象セミナー 事業所対象セミナー 伴走コンサルティング

求職者対象セミナー 求職者/事業所対象セミナー 求職者/事業所対象セミナー

合同会社面談会
デジタル人材交
流促進事業

大学生への説明
会/面接会

UIJターン説明
会・相談会

大学生の企業訪
問事業

求職者×事業所対象マッチングイベント

飯塚地域雇用創造協議会の取組み

2-2-2 1-1-2 1-1-2 2-2-2

1-3-2 1-3-2 1-3-2

1-1-1
1-2-1

1-1-1
1-2-1

1-1-1
1-2-1

1-1-3 1-1-1
1-2-1

令和6年度 取組み 資料4-2

雇用促進担当

A
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主なセミナー等の様子

A
事業所の魅力向上
事業拡大の取組

【事業所向けセミナー】

人材育成の取組

B

就職促進の取組
【AとBの参加者のマッチング】

C

資料4-2
雇用促進担当

A-4 採用力強化セミナーA-3 デジタル化による健康経営講習会

B-1 デジタル人材育成講習会 B-3 DXリーダー育成講習会

8/31 C-2 DX促進合同会社説明会 10/25 C-3

カジュアルマッチングパーティー

戦略1-1-2

戦略1-3-2

戦略1-1-1，1-2-1
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デジタル人材育成事業 R6年度 主な取組（その1）

日時
(場所)

概要 対象 参加者 講師

令和6年6月6日（木）
15時30分~16時30分

(飯塚第二中学校
音楽室)

教員向け研修‐デザイン
シンキング‐ワークショップ

教員
飯塚第二中学校
教員 20名

SAPジャパン㈱
※講師補助
飯塚市

令和6年6月7日（金）
9時40分~11時30分

（飯塚市立小中一貫校
飯塚鎮西校 ランチルーム）

デザインシンキング
ワークショップ

小学
6年生

小中一貫校飯塚鎮西校
小学6年生 115名

SAPジャパン㈱
※講師補助
九州工業大学
飯塚市

令和6年6月10日（月）
①10時50分～12時40分
②13時45分～15時35分

（飯塚第二中学校
音楽室）

デザインシンキング
ワークショップ

中学
1年生
2年生

①飯塚第二中学校
1年生 64名

②飯塚第二中学校
2年生 71名

①㈱テクノスジャパン
②SAPジャパン㈱
※講師補助
九州工業大学
㈱テクノスジャパン
SAPジャパン㈱
飯塚市

資料4-2
雇用促進担当

戦略1-3-1
1-3-2
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デジタル人材育成事業 R6年度 主な取組（その2）

日時
(場所)

概要 対象 参加者 講師

①令和6年11月9日(土)
9時30分~17時30分

(飯塚市役所1階多目的
ホール、嘉穂劇場 他)

②令和6年12月7日(土)
13時30分~ 19時30分
令和6年12月8日(日)

9時～12時
(立命館アジア太平洋大学
(APU)キャンパス)

①
デザインシンキング講座・
嘉穂劇場見学ツアー

②
デザインシンキング講座・
APUキャンパス体験留学

①
高校生
大学生

②
大学生

①
高校生 1名(嘉穂高校)
大学生 27名

(九工大7名・APU20名)

②
大学生 24名

(九工大7名・APU17名)

①
九州工業大学
SAPジャパン㈱
(株)テクノスジャパン
※講師補助
飯塚市

②
九州工業大学
※講師補助
APU
飯塚市

（実施予定）

令和7年3月29日（土）
～3月31日(月)

(立命館アジア太平洋大学
(APU)キャンパス)

高校生
ローカル人材育成事業

中学
3年生

高校
1年生
2年生

市内の中学3年生 4名

市内の高校1年生 11名

市内の高校2年生 11名

APU

資料4-2
雇用促進担当

戦略1-3-2
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デザインシンキング（デザイン思考）って？
デザインシンキングとは、課題解決が求められる幅広い場面で応用できる思考法のひとつです。
「問題が何かを考え、その問題を解決する方法を設計すること」を意味します。
デザインシンキングでは、デジタル技術を活用する際に人間を中心に設計（デザイン）するこ
との重要性を学びます。

医療機器は宇宙船に！
ＭＲＩは宝探し
麻酔鎮静剤投与率：5％
「明日もまた乗りたい！」

高価なＭＲＩ 多く利用したい
でも、無機質な医療機器

↓
子供の麻酔鎮静剤投与率：80％
時間どおりに検査が進まない
鎮静剤服用時の安全性への配慮

人間中心の
デザイン

資料4-2
雇用促進担当
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主なワークショップの様子

6月7日（金）開催
デザインシンキング

ワークショップ
(飯塚市立小中一貫校

飯塚鎮西校)

11月9日（土）開催
デザインシンキング講座

・嘉穂劇場見学ツアー
（飯塚市役所・嘉穂劇場 他）

6月10日（月）開催
デザインシンキング

ワークショップ
（飯塚第二中学校）

資料4-2
雇用促進担当

ペーパータワー作りに挑戦

ペーパータワー作りに挑戦

ペアから聴取した理想の靴作りに挑戦

デザインシンキングの説明

嘉穂劇場見学デザインシンキングの説明
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R7年度 取組み
資料4-2

雇用促進担当

1 地域雇用活性化推進事業の取組み
・事業所の魅力向上事業拡大の取組み
・人材育成の取組み

・就職促進の取組み

（厚生労働省委託事業 第3期（R7～9)申請予定）

2 人材育成事業及び学園都市の取組み
・高校生ローカル人材育成事業

・小・中・高・大デジタル人材育成事業

・大学生PR冊子の作成（デジタル／紙）

・大学・大学生専用WEBサイト構築

・e-ZUKA カレッジフェスタ

3 大学間連携人材育成事業の取組み
・高校生ローカル人材育成プロジェクト

・デジタル人材育成事業

・産学官交流・共働促進事業

戦略1-1-1，1-1-2，1-1-3
1-2-1，1-3-2，2-2-2

戦略1-3-1

戦略1-1-2，1-3-1
1-3-2，2-2-2
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＜令和７年度重点取組＞【戦略２ー２－１】 設備投資の促進支援

■設備投資に係る固定資産税特例 企業誘致担当

特例措置
固定資産税の課税標準を3年間に限り、1/2に軽減。
さらに賃上げ方針を計画内に位置付けて従業員に表明した場合は、以下の期間に限り、課税標準を1/3に軽減。
（令和6年3月31日までに取得した設備：5年間、令和7年3月31日までに取得した設備：4年間）

新規認定 3件 変更認定 4件（令和7年3月1日現在）

令和7年度税制改正（令和6年12月27日閣議決定）
新たに適用期間を令和7年度から令和8年度までの2年間延長することが決定。

12

項目 現行 改正後

特例率・期間

賃上げ表明無し：3年間、課税標準を1／2に軽減 賃上げ表明無し：固定資産税の特例措置無し

1.5％以上の賃上げ表明有り：
①令和6年3月31日までに取得した設備5年間、
課税標準を1／3に軽減

②令和6年4月1日～令和7年3月31日の間に取得
した設備4年間、課税標準を1／3に軽減

1.5％以上の賃上げ表明有り：
３年間、課税標準を1／2に軽減

3％以上の賃上げ表明有り：
５年間、課税標準を1／4に軽減

※令和9年3月31日までに取得した設備

設備の要件
年平均の投資利益率が5％以上となることが見込まれ
る投資計画に記載された投資の目的を達成するために
必要不可欠な設備

年平均の投資利益率が5％以上となることが見込まれ
る投資計画に記載された投資の目的を達成するために
必要不可欠な設備

対象設備 ①機械装置②工具③器具備品④建物附属設備 ①機械装置②工具③器具備品④建物附属設備

●主な改正点（改正箇所は赤枠）

資料4-3
企業誘致担当
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＜令和６年度重点取組＞【戦略３ー２－１】 企業誘致の推進

■企業立地促進補助金事業 補助金交付要綱の改正（令和6年4月1日改正施行）

項目 内容

目的

大規模投資を伴う企業の誘致に積極的に取り組むとともに、市外従業員の定住促進及び（工
場用地の不足を背景とした）既存工場の市外移転の防止を目的に、現行の補助金交付要綱を
改正。

改正内容

① 事業拡大に伴う市外移転防止対策として増設に伴う支援を拡充
② 工場用地の不足及び民間所有地の活用を促進するため立地区分を市内全域に統一
③ 大規模投資に伴う支援を拡充
（交付条件に操業開始の期限を削除／投資額に応じた補助制度に改正）

④ 市外従業員の市内への転入を促進(定住を促進)するため雇用者定住補助制度を創設(※)
⑤ 工場老朽化に伴う市外移転防止対策として土地の取得を伴わない増設に関する補助制度
に改正

⑥ 工場老朽化に伴う市外移転防止対策として市内から市内の移設時の補助金額の増額
（上限額3,500万円）

(※)市外居住の新規従業員が市内に転入し、2年間居住する場合に20万円/人を事業者に補助

交付額
立地場所、土地の所有・賃借の有無に関わらず、企業の投資額(投下固定資産総額)に応じて交付
（5年間での上限額1億2,000万円）

限度額の
特例

（5つの特例区分を設定）
・新規常用従業員と新規定住常用従業員の合計20名以上の雇用が条件
・投下固定資産総額300億円以上の場合（5年間での上限額最大8億円）
（200億円以上:6億円、100億円以上:4億円、50億円以上:3億円、30億円以上:2億円）

令和6年度
実績

補助金交付決定事業者5社（新要綱該当事業者3社、旧要綱該当事業者2社）

資料4-3
企業誘致担当
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企業誘致担当

（1）栗尾工業団地：飯塚市鯰田

（2）飯塚あかね工業団地(仮称)：飯塚市大分、筑穂元吉及び馬敷

飯塚オートレース場第5駐車場跡地（約4ha）を工業団地として南北

に2区画整備するため、北側進入路改良工事、排水路改良工事等を令和

6年度末完了。令和7年度供用開始予定。

北区画(黄色着色部分)約16,000㎡において、令和7年1月に兵庫県神

戸市に本社を置く㈱岡崎製作所と不動産売買仮契約書を締結し、令和7

年3月市議会定例会にて議決され本契約となり売却。工場稼働予定の令

和8年3月までに新規雇用10名を予定。事業内容は温度センサ、工業用

電気ヒーター、計測・制御・無機絶縁ケーブルの製造・販売等。

日鉄鉱業㈱所有地（嘉穂炭鉱跡地／約25.2ha）を工業団地として整

備するため、令和6年6月に用地購入、基本設計等を令和6年度発注。

令和7年度実施設計予定。令和10年度供用開始を目指し事業実施中。

令和6年9月に一部の区画(黄色着色部分) 約6.3haを現状有姿にて、

DIST㈱（㈱ドーケンの事業用地）に先行売却。

＜令和６年度取組＞【戦略３ー２－１】 企業誘致の推進

■工業団地整備事業
資料4-3

企業誘致担当
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■外国人材雇用支援事業

1 目的
外国人材に就業地として飯塚市を選択してもらうとともに、飯塚市での就業および暮らしに対する満足度を高め、長期にわたって活躍できる環境を整備
することにより、企業の人手不足の解消を図る。

＜令和６年度重点取組＞【戦略１-１-３】 多様な人材の雇用促進

国際政策課

2 事業内容
技能実習や特定技能等の外国人材の就業環境・生活環境の整備及び地域社会との共生を促進する活動を行った際にかかる費用の一部を補助す
る。また、外国人材受入れセミナー等を開催し、受入れ企業向けの啓発活動などを行う。

【補助区分】

①就業環境整備事業（母国語のマニュアル作成等）

②生活環境整備事業（寝具改善、冷暖房設置等）

③地域社会共生推進事業（地域イベントの参加等）

【補助率・補助限度額】

補助率2/3 補助上限150千円

※市内監理団体等を利用の場合補助限度額は300千円

飯塚市役所 市内企業
（外国人材受入れ）

外国人材

市報やHPに掲載し周知・PR
・外国人材受入れ事例
・外国人材活躍応援宣言
（宣言している会社名のみ公表）

事例、宣言 労働・生活環境の向上
会社への愛着心向上
モチベーションUP

就業・生活環境整備
地域社会共生

補助金

外国人材雇用支援事業概要

3 今後について
国の技能実習生制度廃止の動きに注視しながら、必要な支援を行えるよう市内企業、関係機関等へのヒアリングを行い、必要な取り組み等検討を
行っていく。（情報提供のためのセミナー開催等）

外国人材受入環境整備事業費補助金【継続】

資料4-4
国際政策課
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■海外販路開拓事業・海外展開支援補助事業

1 目的
経済成長率が世界最高を遂げているベトナムをチャンスと捉え、市内事業者を集めたベトナムセミナーの開催、昨年度に物産展を開催したベトナム現地
の日本食スーパーの卸先と商談会を開催し、市内事業者の海外における事業展開を支援する。

＜令和６年度重点取組＞【戦略２-１-３】 国内・海外ビジネス展開の推進

国際政策課

②海外展開支援事業費補助金【継続】

【対象経費】

旅費、宿泊費、通信運搬費、出展料、通訳・翻訳費、印刷製本費、

広告宣伝費、参加費、登録料、委託費

【補助率・補助限度額】

①自社独自の活動 補助率1/2 補助上限100千円

②公的支援機関活用（※） 補助率2/3 補助上限100千円

（※）(独)JETRO、(独)中小機構等

①海外販路開拓事業（ベトナム）【継続】

事業の周知・募集（6・7月）

専門家によるベトナムセミナー開催
（7/22）

参加意向書提出（7月）
※セミナー参加者

選定事業者の審査会（9/3）

ベトナムハノイの日本食スーパーの卸
先と商談（12/3・12/4）
※4事業者が計17商品について、卸先5社
と商談を行った

商談結果を事業者へ
フィードバック（1月）

2 事業内容
①海外販路開拓事業（ベトナム）：経済成長著しいベトナムでの販路
を開拓するため、ベトナムの現地日本食スーパーの卸先と現地で商談会
を開催する。

②海外展開支援事業費補助金：自社独自の活動又は支援機関を活
用した活動をする際に要した費用の一部又は全部を補助することで、事
業拡大を支援し、地域産業の振興に繋げる。

資料4-4
国際政策課
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立命館アジア太平洋大学（APU）との連携事業（海外販路開拓に係るアンケート調査）

事業概要：立命館アジア太平洋大学（APU）と九州工業大学及び飯塚市との連携協定に関する協力（※）を締結したことによる
連携事業の一環として、APUにおいて、海外販路開拓を希望する市内企業のマーケティング力向上を支援する市場調
査を実施する。
海外販路開拓を行うにあたって、海外のマーケティング情報を知ることは不可欠であるが、専門の事業者に依頼する
場合、費用が高額であるため事業者の負担は大きい。
学生の約半数が国際学生（留学生）であり、経営・マーケットを学ぶ学生も多いAPUの学生に、市内事業者の商品に
対して、アンケート等を行い、国別に集計、その結果を市内事業者にフィードバックし、海外販路開拓の参考として
いただくことで、市内事業者の支援を行う。

立命館アジア太平洋大学（APU）構内で食品等を国際学生に試飲・試食していただき、アンケート調査を行う。

市内事業者

APU学生

②
場
所
の
提
供

①
依
頼

・
報
告

③周知

③募集・
運営補助

⑤
ア
ン
ケ
ー
ト

・

ア
ド
バ
イ
ス

④
試
食

⑥
改
善
内
容
の
報
告

ぜひ参加したい

6社業務に支障がでな

ければ参加したい

2社

時期が合えば

参加したい

2社

参加しない

0社

事業への参加意向

市内事業者
10社への
意向調査

＜令和７年度取組＞

手法：APUと日時・場所を調整した後に、APUの学生に試食後、
アンケート調査を日本語・英語表記で行う。
同時にマーケティング専攻の学生にインタビュー調査を
実施。

→アンケート調査は味の嗜好についてのみでなく、パッケー
ジデザインやプロモーションについても意見を聞き、貴重
な若年層の意見を事業展開に活用していただく。

※立命館アジア太平洋大学と九州工業大学及び飯塚市の連携協定について

資料4-4 国際政策課

令和6年1月30日、立命館アジア太平洋大学（大分県別府市）と九州工業大学

（北九州市）及び飯塚市の三者が相互に連携し、グローバル理系人材をはじめ
とした人材の育成、地域経済の活性化等を通じ、多様な人材から学ぶ場所とし
て選ばれる大学及び飯塚市を目指すため、連携協力に関する協定書を締結し
ました。
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＜令和６年度重点取組・令和7年度取組＞[戦略3-1-1]創業支援制度の構築

1 飯塚市新規創業支援資金融資制度（令和6年4月1日～）
1 対象者 これから飯塚市内で中小企業者として事業を始めるまたは創業後5年未満の中小企業者
2 融資金額 1,000万円以内
3 融資期間 10年以内（据置期間1年以内）
4 融資利率 1.2％
5 保証料率 0.95％（経営者保証不要及び免除の場合は別途0.2％～0.45％の上乗せあり）
6 資金使途 運転資金、設備資金

3 令和6年度実績（令和7年２月末現在）

1 実行件数 19件
2 融資総額 62,800千円
3 主な業種 飲食サービス業、生活関連サービス業、医療、福祉、運輸業、小売業等

資料4-5
商工観光課

（商工係）

2 新規創業支援資金利子補給及び信用保証料補助
1 補助率 利子：50％以内

保証料：100％以内（経営者保証不要及び免除の際上乗せされる保証料分は対象外）
2 補助期間 3年以内
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＜令和6年度重点取組＞【戦略2—1-1】 新技術・新製品開発助成の強化

■いいづかブランド認定制度

1 趣旨
本市の優れた地域資源又は製品を「いいづかブランド」として

認定することにより、本市の知名度の向上と特産品の創出を推
進しもって地域経済の活性化に資することを目的とするもの。

4 認定後の支援について

▷いいづかブランド認定書交付
▷市が公式に行う催事での出展
▷広報等による市内外へのPR
▷補助金での支援

認
定
審
査
会
の
流
れ

2 申請対象者
○市内に本社機能を有する中小企業法に基づく中小企業者及び小規
模事業者もしくは市長が特に認めた者

3 対象製品

○申請対象者が主体となって生産した一次産品、加工品、工芸品又
は技術等（製造技術など）

○市内で生産、製造もしくは加工されたもの（材料は市外でも可）
○市内の生産物を材料として製造もしくは加工されたもの（製造、
加工は市外でも可）

○いいづかの地域資源や魅力を発信できるもの

資料4-6
特産品振興・
ふるさと応援課
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（参考資料）令和6年度いいづかブランド認定製品

21

資料4-6
特産品振興・
ふるさと応援課
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1 いいづかブランド認定制度の課題とフォローアップ等の実施

・認定制度のスタートから4年を経過し、見直しの時期に差し掛かっていることから、これまでの課題

の整理と今後の方針について検討していく。

・認定された製品の製造事業者だけでなく、落ちた事業者のフォローアップについて、審査会の審査員

の所属する団体や機関等で行うよう調整を図る。

＜令和7年度取組＞

2 市内外の事業者とのマッチング等の推進

・認定事業者と市内外の事業者のマッチングについて、マッチングできない課題等の整理と今後の方針

について検討していく。

・市内3大学及び高校との連携を進め、これまでにない目線でのマッチングを検討していく。

3 現認定製品製造事業者の連携の推進

・認定事業者間の連携を推進し、現在開催している連絡会について、定例化や自主運営を含めた取組に

なるよう検討していく。

・認定事業者間での情報共有等を行えるよう調整を図る。

資料4-6
特産品振興・
ふるさと応援課
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地域計画の策定について
「地域計画」とは、令和4年5月の農業経営基盤強化促進法の一部改正に伴い法定化された計画であり、地域における農業
の将来の在り方や農業上の利用が行われる農用地等の区域等を定めたもの。
地域計画の策定を通じて、担い手がいない等の地域が抱える課題が見える化され、さらにその課題を協議の中で地域内

及び関係機関で共有することにより、それぞれが課題解決に向けた取り組みを検討することが可能となる。
本市は九州農政局管内の福岡県内市町村における先行モデル地区に指定され、令和5年度から令和6年度にかけて、地域

ごとに説明会及び協議を実施し、地域計画（案）の作成、縦覧公告を経て、令和7年3月末に市内60地区で計画策定を予定
している。
策定後も、PDCAサイクルを通じた内容のブラッシュアップが重要であるため、毎年1回は各地域で協議を行い、生産者

にとってよりよい計画となるように地域と関係機関と協力のもと、地域計画の実行に向けた取り組みを推進していく。

（地域計画策定にあたり連携している関係機関）
①飯塚市
②飯塚市農業委員会
③ふくおか嘉穂農業協同組合
④飯塚普及指導センター
⑤福岡県農業振興推進機構
⑥福岡県飯塚農林事務所

＜令和６年度取組＞【戦略２－３－３】 農業の活性化

協議の場の様子

資料4-7
農林振興課

23
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地域計画の例

＜令和６年度取組＞【戦略２－３－３】 農業の活性化
資料4-7

農林振興課

①地域における農業の将来の在り方をまとめたもの
・地域農業の現状、課題、将来のあり方
・集積、集約の方向性
・地域での取り組み
・地域内の農業を担う者 等

②目標地図
農業上の利用が行われる農用地等の区域を定

め、農地1筆ごとに、今後その農地で耕作する
人等を示したもの。

地域計画は…
①地域における農業の将来の在り方をまとめたもの（文章や数値）
②目標地図（将来の農地利用について地図化したもの）

で構成されます。
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地域計画の実行について

『地域計画』は、地域の農業を将来へ継続させていくために、地域でよく話し合い、農地を利用しやすいよう、次世代
へ引き継いでいくことが目的である。地域計画の策定を通じて、地域が抱える課題が見える化され、担い手がいない地域
や、基盤整備が必要となる地域など、地域の実状を浮き彫りにすることで、10年後を見据えた地域農業の対策を考え、必
要な取組を行うことが可能となる。
具体的な取り組みとして、農地バンクを活用した『農地の集積・集約化』を図っていくほか、ICT等を活用したスマー

ト農業の推進に資する以下の事業活用を推進する。

＜令和７年度取組＞【戦略２－３－３】 農業の活性化

◆農地の集積・集約化とは？
農地の集積とは、農地を所有し、又

は借り入れること等により、利用する
農地面積を拡大すること。

農地の集約化とは、農地の利用権を
交換すること等により、農地の分散を
解消することで農作業を連続的に支障
なく行えるようにすること。

〇水田農業担い手機械導入支援事業（福岡県）
農作業の集約化や生産コストの低減等に「取り組むこと、または経営に米を取り入れることにより経営面積を拡

大し、生産コストの低減に取り組む集落営農組織、農地所有適格法人、認定農業者へ高性能農業機械の
導入や回収に要する経費を支援。
〈補助率〉 機械導入費に対して、県1/3以内、市町村1/6以上
〈補助対象となる機械〉 田植機、トラクター、コンバイン 等

〇水田農業DX推進事業（福岡県）
デジタル技術活用により燃料や農薬使用量の低減、省力化に繋がるスマート農業機械の導入を

支援し、集落営農組織、農地所有適格法人、認定農業者へ水田農業の農業版DXにかかる取り組み
を支援。

〈補助率〉 機械導入費に対して、県1/3以内、市町村1/6以上
〈補助対象となる機械〉 ロボット田植機、ロボットトラクター、ロボットコンバイン、農業用ドローン 等

〇あまおう生産力強化集中支援事業（福岡県）※令和６年度２月補正

「あまおう」の生産量の維持・拡大を図るため、将来的な収穫ロボットの導入も見据えて、規模
拡大を志向するイチゴ農家に対し、省力化に資する高設栽培施設の導入を集中的に支援。

〈補助率〉 ２／３以内
〈補助対象となる施設〉 高設栽培施設及び附帯施設※ 等
※潅水施設、玉受けネット、培土、温湯管、電熱線等

◆本市における集積・集約化
の意義
農業の大きな問題である農家の高齢

化と担い手不足、耕作放棄地の増加と
いう2つの課題を同時に解決できる。
限られた面積で多くの作物を生産

し、より多くの人々に食料を供給する
ことが可能になることから、水稲を基
幹作物とする本市のような土地利用型
農業経営が多い地域において、地域農
業の維持・発展には必要不可欠。

資料4-7
農林振興課


